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日系多国籍企業の 国際振替価格管理 に 関す る実態調査

梅田浩二

〈論文要旨〉

　本 稿の 目的は，日系多国籍企業 を対象 と した 郵送質問票調 査の データを もとに ， 国際振替価

格管 理の 実態を包括的 に解明する こ とにある．多 国籍企 業が 国際振替価格の管理 を円滑 に行 う

に は ，   振替価 格設定基準の 選択 ，  間接費回収 ル
ー トの 選択，  独立企業間価格算定法の 選

択，  所得差額 の 調整方法の 選択 ，と い う 4 つ の 意思 決定 を事前 に行 う必要があ る．本稿の特

徴は，先行研究が分析対象 として いな い      に も焦 点をあて た こ とで ある，調査結果で は ，

最 も多く使用 されて い る独立企業間価格算定法は ，取 引単位営業利益法 で あ り，最 も多 い 所得

差額の 調整方法は，実 際の 振替価格 の 調整で あ っ た ，また ， 海外 子会社 の 多 くは何 らか の 無形

資産 を所有 して い る．そ の 場合，最適な 独立企業間価格 の算定法は残余利 益分割法で あ るため ，

無形 資産形 成の貢献度測定方法 Q開発が 日系企業に と っ て の 今後の 課 題で あ る ．
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1． は じめ に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ノ

　多国籍企業に と っ て ， 国 際振替価格 管理 は重要な経営課 題の
一

つ で ある．企業グル ープ内の

国際 振替価格管理は ，移転価格税制 へ の対 応 と海 外子会社の 利益管理 へ の 影響 を意識 して行わ

れ る ．税制対応の み を重視 した 振替価格政策は ，海外子 会社 の 業 績評価や事業戦略の 遂行 と コ

ン フ リク トを起 こす可能性 がある．逆 に，経営管理 の み を重視
．
した振替価 格政策は ， 事後的な

税金 コ ス トを 発生 させ る 可能性が ある ．すな わ ち ，グ ロ
ー

バ ル に事業展開する多 国籍企業は グ

ル
ープ利益を最大化 させる ため ，

こ の 両面 バ ラ ンス を考 慮 した 国際振替価 格の 管理 シ ス テム を

構築す る必要がある．しか しなが ら，こ れ まで の グロ
ー

バル 管理 会計研 究に お い て ， 上 記の よ

うな 視点か らわが 国 多国籍企業の 国 際振替価格実務を分 析 した 先行研究 は 少ない ．

　本稿の 目的は ，郵送質問票調査 か ら得 られ たデ
ー

タ を も とに∵
わ が国 多国籍企業 の 国際振替

価格管理実 務の実態 を包括 的に解明す る こ とに ある．そ して ，そ の 発見 事実 を もと に管理会計

上 の 課 題を 明 らか に する こ と に あ る ．具体 的に は ，企業が国 際振替価格 管理 シス テム 構築の た

め に行 う，  国際振替価格設定基準 の 選択 ，  海外子会社支援 に 関す る間接費回収ル
ー

トの 選

択，  独立 企 業間価格 算定 法 の 選 択 ，   所得 差額調 整方法の 選択，と い う 4 っ の 意思決定事項

に 分析 の 焦 点 を あ て る ．

　以下 ，本稿 に お ける 議論 を次 の とお り進める ．まず，次節で は ．金 子 （1996） の 議論 に基づ

い て ， 国際振 替価 格管理 シ ス テ ム の 概念図 を 提示 する ．そ して ，そ の 枠組 み の 中で 従前の 実態

調査 の 貢献と問題 点を指摘 し，本稿の分 析視 点を 明確化する ．第 3 節で は，本稿が実施 した郵

送質問票調査の 概 要を説明する．第 4 節で は ，まず調査 結果 を概観す る．そ して ， 実態調査 よ

り得 られ た発 見事実 を整理 して ，わが 国多国籍企業 の 管理会計 上 の 課題 を述べ る ．第 5 節 で は ，

本研究の 貢 献 と限 界，そ して 今後 の研 究展望 に っ い て述べ る ．

2．先行研究 レ ヴ ュ
ー

2．1 わ が国移転価格税 制の 特徴 と分析 の 視点

　金子 （ユ996，p．371） は ， 日本 の 移転価格税 制の 特徴 を以下の よ うに述べ て い る．「わ が国 の

移転価格 税制は ， 企業が国外関連者 と の 間で 独立企業間価格 と異な る 対価で 取 引を した 場合 に

は，そ の 取 引は独立 企 業間価格で 行われ た も の とみ な して法人 税関係法令を適用 す る と い う税

制で あ る．すなわ ち，国外関連取 引の対価が独立企業間価格 と異な る場合に は，独立企業間価

格で 申告 しなければな らない こ とを意 味 して い る．j また，「企業が 所得を 適正 な対価に従 っ て

計算 し直す こ と を．内容 とす る制度 で あ っ て ，対価 の 設定そ の も の に介入 する こ とを目的 とする

制度で は ない ．しか し，納税者で ある 企業が ，移転価格税制 の 適用 をお それ る あ ま り，租税行

政庁 の 意 向を忖度して 対価を設定する こ と は十分 に あ り う る ．そ の 意味で ，移転価格税 制は企

業の 私 的 自治な い し契約 自由 の 原則 と抵触す うこ と にな りや すい （同 書，p．364）．」

　しか し，企業が自ら独立企業間価格を算定し税務 申告 にお い て 増額の 調整 を行 っ た と して も，

相 手 国課 税 当 局が 海 外 子会 社 の 減 額 調 整 に 応 じ る と は 限 らな い 1 ．企 業 が 事 前確 認制 度

（Advanced　Pricing　Agreeme 瑪 ， 以 下 APA と称す）を利用 し，両国課税 当局か ら支払税額 の
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相互 調整に 関する合意を得 て い な い 限 り経済的 二 重課 税の リス クは残 る 2．従 っ て ， 企業が 二 重

課税 防止 目的で，実際の 取引価格 を 理論値で ある独立 企業問価格 に 近似 させ る の は あ る 意味合

理的で あ る ．しか し，税制対応の み を考慮 した国際振替価格政策は ，海外子会社の利益 に基 づ

く業績管 理シ ステ ム とコ ン フ リク トを起 こす可能性 もある．従 っ て ，多国籍企業は，国際税 制

へ の 対応 と海外子 会社の経営管理 とい う両側面 を考慮 した 国際振替価格 の 管理シ ス テ ム を構築

す る必 要 がある ．

　本稿は ，国際振替価格 の 管 理 プ ロ セス は，  国際振替価格 の 決定，  原価計算 と損益把握 ，

  海外所得移 転の 測定，  所得差額 の 調整，と い う 4 っ の サ ブ ・プ ロ セ ス か ら構成さ れ る と考

え る ． しか し，そ の 管理 プ ロ セ ス が 円滑に機能する ために は，そ れ ぞれ の サ ブ ・プロ セ ス にお

いて 事前の意 思決定が行われな くて は な らない ．すなわ ち ，  国際振替価 格設定基準 の 選択，

  海外子会社 支援 に関す る間接費回収ル
ー

トの選択 ，   独 立企業間価 格算定法の 選択 ，  申告

調整か価 格調整か の 所得 差額調 整方法の 選択，の 4 つ の 意思 決 定が不 可 欠 で ある．それぞれの

選択肢か ら，企業が ど の よ うな 方法 を選 び，組み 合わせる かに よ っ て 企業特有の 国際振替価格

管理 シ ス テ ム が構築 され る （図 1）．従 っ て ，わが 国多国籍 企業にお け る国 際振替価格管理実務

の 実態 を包括的に 解明する た め には ， こ の 管理 プ ロ セス 全体を視野 に い れ ，4 つ の意思 決定事

項 に 焦点 をあて た分析を行 うこ とが 重 要で あ る ．

図 1 国際振 替 価 格の 管理 シス テム と分析視点

国際振替価格の 管理システム

国 際振替価格の 管理プロ セ ス

国際 振替 価格 の 決 定 瞬 原価 計 算と損益把握 囀 海外 所得 移転 の 測 定 瞬 所得 差額 の 調整

獵靉 韈韈
＄ 前 の 意 思 決 定事項 （分析の 視点 ）

出典 1 筆 者作 成

2．2 先行実態調査

22 ．1Tang （1979 ＞の研究

　Tang （1979，　 pp ．40−47）は，1977 年 に米国企 業 300 社，日系企業 369 社 を対象に 国際振替…

価格 シ ス テ ム に 関する 実態調 査を行 い ，米国企 業 145 社，日系企業 102 社か ら の 回 答を得た ．

調 査の 主な 目的 は，日米企業 にお ける国際振替価格実践の比 較分析 で ある ，表 1 は，国際振替

価 格設定基準に つ い て の 調査結果で あ る．1977 年時点に お い て 日米企業が最 も多 く採用 した振

替価格設定基準 は ，と もに全部製造原価加算利益基準で あ っ た．

　表 2 は ，企業が国際振替価格方針 を設定す る 際に 重視す る環境要 因で あ る、日米企業 と もに

「全社利益最大化」 を重要視 して い る ．特徴 的で ある の は ， 日系企業 に お い て は 「国家間 にお

ける 所得税率や税 規制の 差異1 が 20 項 目中 14 位 と下位 に位 置 して い た ことで ある．1977 年
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時点で は ， 日本に移転価格税制が まだ導入 され て い な か っ た こ とがそ の 理 由で あ ると推察 され

る，また ，Tang （1992 ；2002 ）に よ る米 系企 業を対象 とした 1990年代 2 回 の調 査で は， 「国

家間 に おける所得税率や 税規制の 差異」 や ・「移転価格およびそ の 他税制」 な ど国 際税制 に 関す

る環境要因が順位を 上 昇させ る
一方で ，

「海外子会社の 業績評価」 は大 きく順位を下げて い る．

こ れ は，1986 年か ら 1994 年に か けて の 米 国移転価格税 制の改正 と執行強化が ，企業 の 国際振

替価格政策 のあ り方 に影響を与えた結果で ある と推察す る ．

表 1 国際振 替価 格設 定基 準 　　　　　　　　　　　表 2 国際振替価 格 設定方 針を決 定する際に 重視する環 境 要因

主な価 格設 定基準
米国 日本 1977 199D1997 −98

企 業 ％ 企業数 ％ 米国 日本
重視する環境要因

米国 米 国
造 0OO 11 ．6 11 企業全　の 和 1 2

、全卩　
1

6510OO 4 利 益、配 当金に っ い ての 送 金規 制 3 5
攤 変動 製造 原価 108 000

232

外子会社の 競争上の 地位 4 9
．・　 　 　 造 　価 651348 414 国　摺におげ　F　

」
率や税 　制 の 瑾異 2NA

実際 変勁製 造 原価

加　
一

　 金

21 ．7 11 ．6 55
噛

外子会社の業績評価 、 1016
123 進出国に おける通 貨価値 の 評価 替え 1215

（実 際
・
標 準 〉 3832 ．22133 ．3 69 進出国における　蕁

’
率と

1
5 月

全。製
’
　　 加 米国 にお ける移 転 価格およびその 他税 制 NA 1

その 他　　基’ 217o00NANANANA 巳
外にお ける　 云　 およ　 　の 他税 制 NA 3

毒．璽　 。撃　　 ．． 繍驪 馴 袤 ，　
”…

靉詮禳 出典 ：Tang（1979 ．pp．80 −81），丁ang （1992，p25 ），丁ang （200ap、39）
市価 基 ラ 24 　　 204 　　 　 14222

基’　 　 、販 売 17　　　　14．4　　　　　　　　9　　　　143
裳　 格 16　 　 13614222

数理 計画 価格 1　　　　　　0．8　　　　　　　　0　　　　　　0．O
5　　 42　　　　0　　 0，0そ の 他 ド　 価基・

　　　　鬟鑼 ＿ 。
　 ．　 　 　 　 　 　 　 ＿騰

韈 鱒 鰓 　
’
飜 ・驃 嫐

匸
石、
　 　、乙導

出典 ：Tang （1979，　 P．65 ）

2212 　 日本 にお ける先行研究

　次 に，
』
わ が国 にお い て 実施 され た先行研 究 を レヴ ュ

ーす る （表 3〜 表 6）．表 4 は ， 国際振替

価格設定基準 に 関す る調 査結果 で あ る ．こ れ ら先行研究 の 中で s 部品 と製品 （完成品）を 区別

し て 調 査 を行 っ て い る の は ， 井上 （1992 ；2002 ）， 清水 （1994 ；1999 ） と椎葉 （2007 ）の 5
つ の 調 査 で あ る．原価基準の 採用率 は，部品 が 51．0％〜71．1％，製品が 45 ．9％〜52．8％ とそ れ

ぞれ 幅が ある．し、か し，．特徴的な 点 は ， 同
一

調査 内にお い て はい ずれ も部品 のほ うが 製品に比

較 して ，原価基準の 採用 率が 高い こ と で あ る ．完成品 で は ，市価基準が 適用 で き ない 場合で も

海外子会社 の 販 売価格か ら振替価 格 を求める 再販売価格基準を選択する 余地がある． しか し，

部品の 場合 ，海外子会社が製造子 会社な らば部品 を加工 せず に再販 売す る 可能性 は低 い ．すな

わ ち，市価基準が適用 で きな けれ ば原価基準 を選択せ ざる を得ない ため 高い 採用 率 にな っ て い

る と推察す る．

　表 5 は ，日系企業が 「国 際振替価格 を設定する 際に重視する環境要因」 に関す る調査結果で

ある．こ れ を Tang の 調査 結果 （表 2） と比較 し て み よ う．　 Tang （1979）の 調査 結果で は，日

系企 業 は 当時 「海外 子会社 の 業績評価 g と い う項 目を比 較的重視 し て い た の に対 し，清水

（1994 ；1999 ）， 椎葉 （2007 ），李 ・
上 總 （2009） によ る後 の 調査結果 で は，順位が 次第に低

下 して い く傾向にある ．逆に ，
い ずれ の 調 査 に お い て も 「グル

ープ企業の 利益最大化」 「各国 の

税法そ の他緒法令の遵守」 「海外子会社 の競 争力確保」 が 上位 に位置 して い る ．

　 　 表 3 国瞭振 晉価格 に関 する 先 行 研 究

佐 藤（1992 ） 井上 （1992 ） 清水〔1994 ） 清水 ｛199田 井上 （2002＞ 椎葉 （2007〕 李・上総 （2009）
≡ 1991 1991 1994 1998 1997 2004 2008

調 査 対象
製造 業245 社

1東証上 場）

製造業387 社

（上 場 企 剰

製造莱400 社

く東証上 場）

製造 業740 社

〔東証上場）

製造葉5U 社

（上 場企 莱）

建 設 ．金 融 ．不 動

産粟 を除 く523 社

（東証
一

部上 場）

製造 業1010 社

（上場
・
未上場）

有効回答数 118 20 δ 31 ■18 237 74 138

取 引形 態の 区分
’
不 明

輸出入 別

部 品 製 晶別
部品製品別 部品製品別

輸 出入 別

部 晶製 品 別
部 品 製 品 別 不明

出典 ：当該実態調査を参考に筆者作成
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　本社費 の 配賦 に つ い て は，佐 藤 （1992 ）， 清水 （1994 ；1999 ）が調 査 を行 っ て い る （表 6）．

佐藤（1991）と清水 （1999）を比較 した場合，本社費全体で は ，「配賦する 」 が 12．8％ か ら 332 ％

へ と 2L4 ポイ ン ト上 昇 し て い る．こ の 本社 費に は ，親会社の 本部の 管理費，研 究開発費，物

流費等が含 まれて い る ．

2．2．3　先行実態調査 の 貢献 と問題 点

　 以上 ， 日米両国に お ける国 際振替価 格 に 関 す る先行研究 を レヴ ュ
ーした．こ こ まで の 議論 か

ら，先行研 究の 貢献 と問題点をまとめ て お こ う．

　 まず，Tang （1979） は！t 日系多 国籍企業 の 国 際振替…価格実務に 関す る 実態調 査 と して 先駆

的研究 で あ り，移転価格税 制が 日本に導入 され る以 前の 情報 を提供 して くれ る点で 貴重で ある．

また，佐藤（1992），井上 （1992 ；2002 ），清水 （1994 ；1999），椎葉 （2007 ）， 李 ・上 總 （2009 ）

の 調 査結果 と と もに 以 下の点 を 明 らか に し て い る ．第一
に， 日米多国籍企 業が 国際振替価格 を

設定する 際に 最 も重視する 要 因 は
，

「グル
ープ全体利益 の 最大化」 で ある こ と．第 二 に ，おそ ら

く移転価格 税制の 執行 強化が国 際振 替価格政策 に与 えた影響 と して ，企業が 「海外子 会社の 業

績評価」 よ りも 「各 国税 制の 遵守」 を重視す る傾向 にあ る こ とを明 らかに した点で あ る 3．

　次 に ，先行研 究の 問題点を 以下 の とお り指摘す る．第 一
に，先行研 究 は 「国際振替価格 設定

基準 の 選 択 問題」 の み 1こ 焦点を あ てた 分析 に と ど まっ て い る．しか し，多 国籍 企 業に お け る 国

際振替価 格実務 の 詳細 を理解 するため には，企業が 設定 した 実際の 振替価 格を どの 独立企業間

価格算定 法を用 い て税 務 的妥 当性の 検 証を行 う の か ，そ し て ，そ の 振替価格が 独立 企 業間価格

と異な る場 合 ， ど の よ うに所得差額 の調 整 を行 う の か を確認す る必要 がある．

　第 二 に，い く つ か の 先行研究 は，輸出取 引と輸入 取 引 ， 製品 （完成 品）取 引と部品 取 引 の 区

別 を つ けずに 調査分析 を行 っ て い る ．こ れは，質問 票調査 を行 う上 で の 調 査設 計上 の 問題 と考

え る ．価 格設 定基 準の 選択は，取 引す る財 の 特 性差 の 影響 を受けて い る可 能 性が ある ．

　 第三 に ，近 年，国際 ビジネス にお い て 重要性が 増 し て い る 「無 形資産取 引」 に 関す る調査分
’

析が 不足 して い る ．親会社，子会社の 双 方が どの よ うな 無形 資産 を保 有 し て い るか によ り，企

業が 選択す べ き 独立 企 業 間価格算定 法は影響を受 け るはずで ある．

　 第四 に，本社費 回収 に関する質 問 の 仕方がや や あい ま い で あ る．本社費 を海外 子会社 へ 負担

させ て い るか否か を確認 する こ とが 調査 目的で あ るな らば，「本社費の 配賦を行 っ て い るか 」 と

い う質問 の 仕方か ら，「本社費 の 回収を ど の よ うな方法で行 っ て いる か 」 と い う質 問の 仕方に 変
え る 必 要が ある ，例え ば，本社費の

一
要素 で ある 「基礎研究費や 設計 開発費」 の 回収方法と し

て ，  無形 資産の 使用料 （ロ イヤル テ ィ ），  費用分担契約 ，  グル
ープ内役務提供，  棚卸資

産 の 売価 に反映，の 4 種類の 回収方法が考え られる 4．先行研究 は，上 記の   と  の み に限定 し

た質 問を行 っ て い る可 能性が 高い ． これ ら の 問題点 を克服する た め ， 本稿は 以下 の 課 題 を設定

し質問 票調査 を行 っ た．第一
に，輸出入や取 引財 の タイ プ別 に 国際振替価格管理 プ ロ セ ス 全 体

を包含 した実態分析を 行う こ と．第二 に
， 研 究開発な どに よる無形 資産形成 の ため の コ ス トや

海外子 会社に対す る役肇提供 の コ ス トを ど の よ うな方法 で回 収 して い る か を明 らか にする こ と

で ある．
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3． 調査 概要

東証上 場 未上場　　　　　禽計i
　　業種 企業数 ％ 企業数 　 　％　 　企 業数 ％

蹙 品 35 」％ 16 ．7転1
　　　 45 ．4％

臟維製品 1 τ．7％ 16 ．7％　 　　 　 22 ．7％

尊 610 ．2％ oD ．o％ 6B ．1％
医薬 品 23 ．4％ 00 ．D％ 22 、7％一鹵一一
ゴ ム 製 品 11 、7％ 00 ．O％ 11 ．4％

1鉄鋼 23 ．4％ 16 ．7％ 34 ．1％
非 鉄金 属 4　 　 63 ％ 00 ．0％ 45 ．4馬

淦 属製 品 4　 　 6，8％ 00 ．0％ 45 ．4％
蹶 5　 　 8．5％ 320 ．0％ 810 ．8％一
魘 気機 器 14　 23．7％ 213 ．3％ 1621 ，6％
輸 送用 機器 11　 18．6覧 320 ．0％ 1418 ．9％
隔密機 器 2　 　 3．4％ 320 ．0％ 56 ．3％
その 他製 品 4　　 6．8％ 16 ．71ム 56 ．8％
1　 合　計　　　　 59　紛 O．0％ 15100 ．0％ 741GO ．0跪

3．1 質問票の 配付お よ び回収

　調 査は東証上 場お よ び未上 場 の 製造業 を対 象に
， 郵送質問 票 調 査に よ り行わ れた ．調 査 期間

は，東証上場企業が 2011 年 5 月 1 日か ら 5 月 31 日，未上 場企業が 2011年 6 月 10 日か ら 7

月 15 日と した ．まず，東証上場企業 か ら質問票送付対象企業 を選定す るため，企業データ ベ

ー
ス と して 日経 NEEDS

，
CD ・ROM2010 年版 を使用 した ．東証業種分類 で 「製造業」 に属する

企業 1
，
069 社を選 定 し，経理 部宛 また は 経理部 責任者宛 に質問票を送付 した．その 結 果，68 社

か ら返信があ り ， うち有効 回答企 業数 は 59 （有効 回答回 収率 5．5％〉で あ っ た ．次に ，未上 場

企業か ら質問票送付対 象企業 を選 定す る た め， 「海外進出企業 総覧 （会社別編 ）2011 年 版」 を

使用 し，任 意に 271 社 を選定 し経理 部 へ 送付 した．そ の 結果 ，16 社か ら返 信が あ り，うち有

効回 答企業数は 15 （有効 回答回収率 5．5c／e ）で あ っ た ．回答 企業の 業種別 分類およ び売上高規

模 は表 7
， 表 8 の とお りで あ る 、

表 7 回 答企業 の 業種分類　　　　　　　　　　　　　 表 8 回 答 企 業 の 売 上 規 模

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単 位 ：億 円 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 

欝 營 爺覊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5°Q噛1麟 満

　 璽 一塑 唖
　

‘52 °・3°

謝1，000 −2、000 朱 満

1器1：嬲盞土．
4．000 −5．000 来 満

　 5，000 以 上

　 不 明

　 合 計

δ 8．盂o．：09
5　 　 6．809S　　 　　 2

56 ．80笥 　 1
12　 　16．20％ 　　　　10

79 ．50％ 　 1

74　　100．O％　　　　74

135012

．20％

2．70％

1．40？i13
、50％

1．40％

100．0％

3．2 質 問票 の 設計

　質 問票 は 20 の 質問 項 目か らな り，該当する 回 答を選択 して も らう形 式を と っ た ．質問 内容

は，  海外子 会社 へ の 輸出取 引に 関す る質問が 9 問，  海外子会社か らの 輸入取引に関する 質

問が 5 問 ，  無形資産取 引に 関す る 質問が 4 問，  本社経 由取引 5 と本社費6 の 配賦 に 関 する質

問が 2 間 用 意 された ，なお，  と  には，国際振替価格管理 に関する 質問以外 に も，海外子会

社 へ の 権限移譲 等に関す る 質問も含 まれ て い る ．こ れ ら の 質 問は ，海外子 会社 へ の 権限移譲 の

差異が振替価格設 定基準の選択や 独立企業 間価格 算定法 の 選択な ど と ど の よ うに 関係するか を

分析 する た め に 用意 され た 質問で あ る ．しか し，本稿の 主 目的は，親子 間に お ける 取 引財の 形

態別 に，国際振替価格実務の実態 を詳 細に解明す る こ とで ある た め，権 限委譲 と の 関係性分析

は省略 する ．
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4．調 査 結果 の 概要

4ユ 輸出取 引に 関す る調査結果
・

　 輸出取 引 にお ける 「国際振替価格設定基準 の選択」 に関す る調査結 果は，表 9 の とおりで あ

る ．完 成品 と原料 ・部品 ・半製 品それ ぞれ に っ い て 「欧州 ・北 南米向け1 「アジ ア ほ か 向け 7
」

別 に集計 した ．本調 査で は
， 振 替価格設定基準の 選択肢 に 「交渉価格」 をい れて いな い ．椎葉

　（2007） と 同様，「交渉」 は 「価格設定過程 （誰が設定主体 か ）」 の 問題で あ り，「価格設定基

準」 とは別次元の 概念 と考え るか らで あ る 8．ま た ，従前の 調 査で は あま り取 りい れ られて ない

　「再販売価格基準」 を選択肢 に加えた．

　 完成 品取 引に つ い て は，市価 基準 と再 販売価格基準 の 採用 率が 両地域向け合計で 48 ．8％と な

り ， 原価 加 算利益基準 と原価基準 の 合計 （以下，原価基準 と称 す）で ある 46．3％ を若干上回 っ

た．原料 ・部品 ・半製品 （以 下 ， 原材料 と称す）取引にお ける原価 基準 の採用 は 両地 域 向け合

計で 74．0％で あ っ た ．

　表 10 と表 11 は、完 成品取 引と原材料取引それ ぞれ に つ い て ，国際振替価格 設定基準と独立

企業間価格算定法 の 関係 を ク ロ ス 表で あ らわ して い る．振替価 格の 設定 を市価基準で 行 っ て い

る企 業は ，独立企 業間価格 算定法 と して 独 立価 格比 準 法 （Comparable　uncontrolled 　 pricing

method ，以 下 CUP 法 と称 す） を選 択す る割合が 高い ． しか し，振替価 格設定 を原価基準や再

販 売価 格 基準 で 行 っ て い る 企 業は ，独 立 企 業間価 格 算 定 法 と して は 取 引 単位 営 業利益 法

（Transactional　Net　Margin　Method ，以 下 TNMM と称す） を算定法 と して 使用する 割合が

高 い ．ま た全体 と して も，TNMM の 使用 率が最 も多 く，完成品で は 50．9％，原材料で は 45．5％

で あっ た．

　表 12 は ， 実際 の 振替価格 と独立 企業間価格 とに差異があ っ た場合、すな わ ち企業が海外所

得移転を 認識 した 際に ，どの よ うに所得差 額を調整す る か を表 し て い る ．最 も多い 回答 は ，
「実

際の 価格 を段階的 に 調 整す る 」 と い う回答で ，完 成品取 引 59 ．3％ ，原材料取 引 56 ．9％ で あ っ た ．

2 番 目に多 い 回答は ，
「実際の 振替価格は調 整せ ず ， 申告所得の 調整 の み行 う」 で あ っ た （完成

品 13．9％，原材料 14．7％）．二 重課 税 を防止するた め に事前確認制度 （APA ） を締結 し て い る

企業 は，完成品 取引で 13．9％，原 材 料取 引で 8．3％ で あっ た．「価格調 整金 に よ る期末一
括調整 」

を利用 す る企業 は完成品取引で 4．6％，原材料取 引で 8．3％で あ っ た ．

表 9 国際振替価格設定基準（輸出取 引 ）

完成品 原料
・
部品

・
半製品

欧州・北南米 アジア ほか 合計 欧州・北 南米 アジア ほか 合 計国 際振替価 格

設 定基準 企業数 ％ 企業数 ％ 企業数 ％ 企 業数 ％ 企 業数 ％ 企業数 ％

市 価 1425 ．0％ 1826 ．9％ 3226 ．0％ 916 ．7％ ，217 ．4％ 2117 ．1％
再販売価格 1425 ．0％ 1420 ．9％ 2822 ．8％ 23 ，7％ 34 ．3％ 54 ．で％
原価 加 算 利 益 2137 ．5％ 2638 ．8％ 4738 ．2％ 3259 ．3％ 3855 ．1％ 7056 、9鷺

原価 47 ，1％ 69 ．0％ 108 ．1％ 814 ．8％ 1318 ．8％ 2117 ．1％

そ の 他 35 ．4％ 34 ．5％ 64 ．9％ 35 ．6％ 34 ．3％ 64 ．9％

合計 56100 ．0％ 67100 ．0％ 123100 ．0％ 54100 ．0％ 69100 ．0％ 123 拍 OD ％

「欧州・北南米 」「アジア ほ か 」などそれぞれの カテ ゴリ
ー

の 合計値と有効 回 答総数 74件 との 差 は ，
「該当 せ ず1もしくは 無 回 答などの 欠損値 に よるもの で ある．以 下，全て の 表 におい て 同じ，
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表 10 国 際振替価格設 定 基 準 と独 立 企業間価格算 定 法 の クロ ス 表 （輸 出 取 引 ：完 成品 ）

独立 企 業間価 格 算 定 法

国際振 替価格 欧州・北南 米 アジア ほ か 合 計

設 定基 準 OUPRPCPTNMMRPS 合計 GUPRPCPTNMMRPS 合計 CUPRPCPTNMMRPS

市 81031 　 　 131210301620206129

再 販 売価 格 14b90 　 　 14 写 50801429017028

原 価加 　利益 205100 　 　 173o5120205o1022037

原 価 00220 　　 40o4206oo64010
の 00040 　　 4o00404oG0808

合 計 1157281 　　 52166929o60271116571112
％ 21、2鮎 9、6覧 135 、 53．8覧 19覧　 lOO．G弓L26 ．7％ 100覧 15〔貼 48．3覧 o．o覧 10D．鰍 24．1冤 9．8弘 T4斜 50．9鴇 o．9箔 1DOO 拓

CUP ：独 立価格比準法，　RP ：再 販売価格 基準 法，　CP ：原価基 準法 ，丁NMM ：取 引 単 位営業 利 益法，　RPS ：残 余利益分割法

表 11 国 際振替価格設定基準と独立企業間価格算定法 の クロ ス 表（輸出 取 引 ：原料・部品・半 製 品 ）

独立企業 間価格 算定法

国際振替価挌 欧 州・北南米 アジア ほ か 合 計

設定基 準 CUPRP 　　GPTNMMRPS 合計 CUPRPCPTNMMRPS 合計 GUPRPCPT 円 MMRPS

価 60 　　 2109902101215042021

再 販 売価 01 　 　 0102020103030205

原価加　利益 20 　　 11140274o1216032602330059

原 価 10 　　 2508105501120 フ 10o19

の 他 00 　　 03030003030oo6o6

合 計 91 　　 152404914219260612333450o110
％ 184覧 2．0覧　 306％ 49．眺 0．O％ 1DO．眺 230 監 3．3％ 317 ％ 42．6覧 o．o覧 100ρ覧 20β覧 2．7覧 30．9覧 45．5％ 0．0覧 100．0％

CUP ：独立価格比準 法，　RP ；再販売価格基 準法，　CP ：原価 基準法，　TNMM ；取引 単位 営業利 益法，　RPS ：残余利 益分割 法

表 12 所得差額の 調整方法 （輸出取 引 ）

完 成品 原料
・部 品

・
半製品

欧州
・
北南米 ア ジア ほ か 合 計 欧 州 ・北南 米 アジア ほ か 合計

差額調整の 方法
企 業数 ％ 企業数　 ％ 業 ％ 企 業 数　 ％ 企 業数 ％ 企業数　 ％

実 ＿の 　替 価格 を段 階的 に 調整 27529 ％ 37　 649 ％ 6459 ．3覧 26　 53．1％ 366D ．G覧 62　 56．9幅
価格調整金 による　 末

一
　
’
整 239 ％ 3　 　 5．3弼 54 ．6覧 4　　 8，2％ 58 、3覧 9　　 8．3％

事前確認制 度の 取 決 め に従 い一定 期 間 内 に調 整 11216 ％ 4　　 70 ％ ／513 ．9％ 6　 12．2覧 35 ．0％ 9　 　 8、3鴨

．の 　替　 　は 　　せ 　 　　 　
敷

の み 行う 713 ，7％ 8　 14．O咒 15i39 ％ 7　 14．3駘 9150 ％ 16　 14、7覧
その 他 478 ％ 5　　 8B鴇 98 ．3％ 6　 12．2％ 7117 ％ 13　 11 脳

合計 51100 ．眺 57　 100．0箔 108100 ．0％ 49　1DO．0％ 60100 ．0％ 」09　1000監

4．2 輸入取 引 に 関す る調査結 果

　表 13 か ら表 15 は，日本 へ の 輸入取 引に関す る

調査結果で あ る．表 13 は ， 振替価格設定基準の

選択 に 関 し尋ね て い る ，完成品取 引 に 関 して い え

ば，原価基準が最 も多 く 62．9％ で あ っ た．これ は ，

輸出取引の 46．3％ よ りも 16．6 ポイ ン ト大き い．逆

に ， 再販売価格基準 は 9．7％ と輸出取引の 22．8％

か ら 13．1 ポイ ン ト小 さ い ．原 材料取 引で は ， 原価

基準が 74．5％ と最も多 く，輸 出取 引と同様の 傾 向

を示 して い る ．

表 13 国 際振替価 格 設 定 基 準 （輸 入 取 弓D

完成品 原材料国際振替価格

設定基準 企 業 数 ％ 企 業数　 ％

市価 1425 ．0％ 9　 13 ．4％

再 販売価格 610 ，7％ 4　　 6．0％

原価加 　利益 3053 ．6％ 34　 50．7％

原 916 ，1％ 10　 14，9％
その 他 35 ．4％ 2　 　 3．0％

合 計 62110 ，7％ 59　 88．1％

　表 14 は，国際振替価格設定基準 と独立 企業間価格算定法の 関係 をク ロ ス 表で 表 して い る ．

輸出取 引同様 ， TNMM が最 も多 く使用 され て お り ， 完成品 取引で 43．6％ ，原材料取引で 39．2％

の 使 用率 で あ っ た．次い で 多 い の は独 立価格比 準法 （CUP 法）で ， 完成品取 引 27．3％
， 原材 料

取 引 23．5％で あっ た．表 15 は，実 際の 振替価 格が独立企業間原則 に準拠 して いな い 場合 ， 企

業が 行 う所得 差額の 調整方法を 示 し て い る．輸出取 引 同様 ， 最 も多 い 回 答は ，「実際の 価格を 段

階的に調 整す る」 で ， 完成品取 引 65．5％ ，原材料取 引 66．7％ で あ っ た ．2 番 目に多い 回 答は ，

「実際の 振替価格は変更せず，税務調 整の み行 う」 で完成 品取 引 16．4％
， 原材料取 引 15．7％ で

あ っ た ．
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表 14 国 際振替価格設定基準 と独立 企業間価格算 定 法 の ク ロ ス 表 （輸 入 取 引 ）

国 際振替価格 完成品 原料
・
部 品 ・半製品

設定基準 CUPRPCPTNMMRPSCPS 合計 CUPRPCPTNMMRPSCPS 合 計

市価 81130114601o108

再 販 売価格 1203o06 　　　τ 1020o4

原 価加算 利 益 615140026 　　 528150030

原価 o051006 　　 00610o ア

その 他 o0030o3 　　 00o2o02

合計 15411240155 　　 1231520105 雀

％ 27．3拓 7．3艦 20ρ覧 43．6覧 0鯤 1．8％ 10D．0鶉　 23．5％ 5、9％ 29．4覧 392 帖 2、0％ 0ρ％ 「OO、饑

CUP ；独立 価格比準法，　RP ：再販 売価格基準法，　CP ：原 価基準法，　TNMM ：取引単位営業利 益 法，
RPS ：残余利益分割法，　CPS ：寄与度利益分割法

表 15 所得差額の 調整方法 （輸入取 引 ）

完成品　　 原料
・
部 品

・
半 製品

差 額調整 の 方法
企 業 数 ％ 　 企 業数 ％

実際 の 振替価格を段階的 に調整 3665 ．5％　　　 3466 ．7％
価格調整金 によ る期末

一
括 調 整 1L8 ％　 　　 23 、9％

事前確認制度の 取 決 め に従い
一

定期間 内 に調 整 35 、5％　 　　 23 、9％

実際 の 振替価格 は 変更 せ ず 税務調 整 の み 行 う 916 ．4％　 　　 815 、7％

そ の 他 610 ．9％　　　 59 ．8％
合計 55100 ．0％　 　　 51100 ．0％

4．3 無形 資産取 引等 に 関す る 調 査結果

　 表 16 か ら表 19 は ，無形資産取 引お よび無 形資産 の 保 有状 況 に 関す る調 査結果で ある ．表

16 は ， 親会社 で 発 生す る海外子会社製品 の た め の 製 品開発 費 と グル
ープ全体 の ための基礎研究

費の 回収 方法 に つ い て の 調 査結果 で あ る．どち らの 費用 に 関 し て も ，最 も多 い 回収 方法は 海外

子会社の 売上 高に比例 し て 受領する ラ ン ニ ン グ・ロ イ ヤ ル テ ィ に よ る 回収 で ，製 品 開 発費 35，2％，

基礎研 究費 40 ．6％ で あ っ た．「親子 の 最適所得配分か ら最適 ロ イ ヤ ル テ ィ を求 めて 回収」 とあ

わ せ て ， ロ イ ヤル テ ィ によ る 回収が 約 5割 を 占め て い る （4．4 節 に て 詳細説明）．

　 表 ユ7 は，無形資産取 引に関 し， い ずれ の 独立 企業間価格 算定 法 を使用 し て 税務的検 証を行

うか を 尋ね て い る．棚卸資産 取引 と異な り，最 も多い の は，独立価格 比準法 と同等の 方法，す

なわ ち 独立取 引比準 法 （Comparable　uncontrolled 　transaction　rne 七hod ，　 CUT 法 ） の 42．1％

で あ っ た ．しか し，わ が 国の 転価格税 制にお い て 「そ の 他 の 方法 9
」 に属す る 「取引単位営業利

益法 （TNMM ）」（34．2％〉と 「残余利益分割法 （Residual　Profit　Split　Method ，　RPSM ）」（6．1％）

を合計する と 40．3％ とな り CUT 法 とほ ぼ同 じ使用 率に な る．すな わち，無形 資産取引にお い

て も基本 三法 と は 異な る概念 に 基づ く利益法 ベ
ー

ス の 算定 法が 多く使用 されて い る と言え る ．

　表 18 は ，実際 の 無形資産取 引価格が独立企業原則に準拠 して い ない 場合 ，企業が 行 う所得

差 額の 調 整方法 を示 して い る．最 も多い 回 答は，棚卸資産取 引同様 「実際 の 価格 を段階的に 調

整する 1 の 49．0％ で あ っ た ．つ い で多い 回 答は 「そ の 他」 の 20．6％ ，「実 際の 振替価 格は 変更

せず税 務調整 のみ行 う」 の 15，7％， 「事前確認制度 による取 り決め に従 い
一
定期間 内に調整」

の 11．8％ ，の 順で あ っ た ．

　表 19 は，親会社 と海外子 会社がそ れ ぞれ所有す る 無形資産 を集計 した も の で ある （複数回答

可）．各所有率 ＝ 「所有す る」 と回答した 企業数／ 総企業数 N ，と い う算 式で 求めた．親会 社が

所有す る無 形 資産 に つ い て は ，
「製 品 開発 ノ ウハ ウ，生産技術 ノ ウハ ウ」 が い ずれ も 80 ％以上

の 所有率で あ っ た ．つ い で 多 い の は 「品 質管理 ノウ ハ ウ」 の 71．2％ ，特許権 等 「工業所有権」

の 67．1％ で あ っ た．海外子会社が 所有す る 無形資産で 最 も多 い の は ，「販 売網，顧客 リス ト」
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52．1％ で ，つ い で 多 い の は 「生 産技術 ノ ウハ ウ 」 の 42．5％ で あ っ た．親会社で 2 番 目に 多 い 「製

品設計に関する ノウハ ウ」 は海外子会社で は 26．0％ と少 な く，開発機能 の 現地化が まだ進行途

中で ある こ とを示 して い る ．また ，17．8％ の 企 業が 海外子会社は 無形資産 を 「何も所有 して い

な い 」 と回答 した．

表 16 研 究開発費の 回収

製品開発費 基礎研究費
研 究 開発 費 の 回 収 方 法

企業数 ％ 企業数 ％

売上 高 比例 方式 （ラン ニ ン グ）ロ イヤ ル ティで 回収 2535 ，2％ 2840 ，6％
親子 の 最適所 得配 分か ら最 適 ロ イヤ ル テ ィを求め て 回収 81t3 ％ 710 ．1％
費用分 担契約に基づく拠出金で回収 22 ．8％ 22 ．9％
実 費に 基 づく役 務提供 料 で 回収 1521 ．1％ 1115 ．9％

部 品、完成 品取 引の 価 格 に反 映させ て回 収 1318 ，3％ 811 、6％

そ の 他 o0 ．0％ GO ．0％

回収 して い ない 811 ．3％ 1318 ．8％
合 計 71100 ．0％ 69100 ．0％

表 重7 独 立 企 業 間 価 格算定 法 （無 形 資産取 引 ）

欧州 ・北南 米 アジア ほ か 合計
独立 企 業 間価 格算定 法

企 業 ％ 企 業数 ％ 企 業 数 ％

独立 取 引比 準 法 23434 ％ 2541 ．0％ 4842 ．1％
取 引 単 位 営 業 利 益 法 1935 ．8％ 2032 ．8％ 3934 ．2％

残 余利 益分割 法 35 ．7％ 46 ．6覧 フ 6．1％

その 他 815 ．1％ 1219 ．7％ 2017 ．5％

合 計 53100 ．0％ 61100 ．0％ 1下4100 ．0％

表 18 所 得 差 額 の 調整 方 法 （無 形 資 産 取 引 ）

欧 州 ・北 南 米 ア ジア ほ か 合 計
差 額 調整 の 方法

企 業 数 ％ 企 業 数 ％ 企 業 数 ％

実 際 の 振 替価 格 を段 階的 に調 整 2144 ．7％ 2952 ．7％ 5049 ，0％

価 格調整 金 に よ る期 末一
　調 整 121 ％ 236 ％ 32 ．9％

事前 確 認 制 度の 取 決 めに従 い
一定期 間 内 に調整 817 ，0％ 47 ．3％ 121t8 ％

実 際 の 振 替価 格 は 変 更せ ず税 務 調 整 の み 行 う 7149 ％ 916 ．4％ 1615 ．フ％
その 他 1021 ．3％ 1120 ．0％ 2120 ，6％

合計 471DO ．0％ 5510 α0％ 102100 ．0％

表 19 所 有する無 形 資産 の タイプ

（　 数 回 答 可 〉 親 会 社 　 　 　 　 N ＝ 73 海 外 子 会社 　 　 　 N 召 73

所有する 所有しない 所 有する 所 有 しない
無 形 資 産 の タイプ

企 業 数 ％ 企 業 数 ％ 企 業 数 ％ 企 業数 ％

著作 権 912 ．3％ 6487 ，7％ 22 ．7％ 7197 ．3％

特許権、実用新 案権、意 匠権、商標権 4967 ，1％ 2432 、9％ 1013 ．7％ 6386 ，3％

製 品設 計 に 関 するノウハ ウ 5980 ，8％ 1419 ，2％ 1926 ．0％ 5474 ．0％

生産技 術に 関するノウハ ウ 60822 ％ 1317B ％ 3142 ，5％ 4257 ，5％

品質管 理に 関するノウハ ウ 5271 ．2％ 21288 ％ 1824 ．7％ 5575 ．3％

ブラン ド 4257 ．5％ 3142 ．5％ 1419 ，2％ 5980 ．8％

販売網、顧客 リスト 4156 ．2％ 3243B ％ 3852 ，1％ 3547 ，9％

従 業員の 能 力、知識等 の 人的資源 に 関する無形 資産 3446 、6％ 3953 ．4％ 1926 ，0％ 5474 ．0％

プロセ ス ．ネッ トワーク等の 組 織 に関ずる無 形 資 産 2635 ．6％ 4764 ．4％ 糾 15．1％ 6284 ．9％
所 有して いない nana 22 ．7％ nana 1317 ．8％

N は当該 質問に おける回答企業 数73（有効 回 答フ4件 の うち欠損値 は1件 ）．表20，表21も同様．

4．4　間接 費回収ル ー
トの 選択

　 4．3 節で 示 した とお り，表 16 は親会社で 発生す る研究開発 費の 回収 方法に つ い て の 調 査結果

で あ る．上述 したよ うに，無形資産 の 使用 対価 で ある ロ イヤルテ ィ に よる回収が約 5 割 を 占め

て い た ．また ，「部品，完成品 取 引の 価格に反 映 させ て 回収」 「実費 に基 づ く役務提供料で 回 収」

もそ れぞれ 10％以上 の 回答で あ っ た ．「回収 して い な い 」は製 品開発費 11．3％ ， 基礎研 究費 18．8％

で，ほ とん どの企業が多様なル
ー

トを通 じて 研究開発費を回 収 してお り，先行研究 と異なる 結
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果 とな っ た．厂費用分担契約 に基 づ く拠出金 で 回 収 」 は，製品 開 発，基礎研究 と もに 2 社 の み の

利用で あ っ た ．

　表 20 は ，本社 費 （本調査 で は，研 究 開発 費等 を除 い た本社管理部 門の費用 を意味す る）の

回 収方法 に つ い て の 調査結果で ある ．回収方法で 最 も多い の は 「部 品また は完成 品取 引の 価格

に 反映させ て 回収1 が 37．0％ ， つ いで 多い のが 「ロ イ ヤルテ ィ に含め て 回収J の 24．7％ で あ っ

た ．「役務提供料と して 費用 請求」 は 21．9％ で あ っ た ．また，27．4％ の 企業 は，「回収 して いな

い 」 と い う回答で あ っ た ，

　表 21 は ， 本社経由取引に つ い て の 調査結果で あ る．43．8％ の 企業は，「利用 しな い 」 と い う

回 答で あ っ た ．利用 して い る企 業の うち，利用 目的 として 最 も多 いの は 「生産管理 ，品質管理

の 本社集中化 」が 28．8％，つ い で 多 い の が 「ロ イヤル ティ 送金 の 代替手段」 の 15．1％ で あ っ た．

表 20 本社費の 回収

（複数 回 答 可 ） N ； 73

惆 す る 利 用 しない
本社費の 回収方法

企 業数 ％ 企業数　 ％

役務 提供 料 として 費用請求 162 可．9％ 3778 」％

部 品または完成品 取引 の 価格に反 映させ て 回収 2737 ，0％ 2763 ．0％
ロイ ヤ ル テ ィに 含 め て 回 収 1824 ．7％ 675 ．3％

特に 回 収して い ない narla 2027 、4％

袤 2t 本社経 由取 引の 利 用

（複数 回 答 可 ） N ＝ 73

利 用 する 利用 しない
本 社 経 由取 引の 目的

企 業数 ％ 企業数 ％

ロイヤ ルティ送金 の 代 替手段として 活用 羽 15．1％ 6284 ．9％
海外 子会 社の 為替 リス クを親会社へ 集 中させ るため 45 ．5％ 6994 ．5％

親会 社が 生産管理 ・品質管理 を集 中統制するため 2128 ，8％ 527L2 ％

そ の 他 81tO ％ 6589 ．0％

利用 して い ない nana 3243 ．8％

4，5　発見事 実 と解 釈

　こ こ で ，本 調査か ら得 られ た 重 要ポイ ン トを 小括 し，若干の 解釈 を加え る こ ととす る．第一

に ，「国際振替価格設定基準の選択」 に つ いて は ，先行実態調 査 の結果 と同様，原価 （加算利益）

基準が 最 もよ く使用 され て い た ．また，本調 査 で は，先行実態調査 で は用意 され る ことの 少な

い 「再販売価格基準」 を選択肢 に加え たが ，そ の 使用 率は輸 出完成品 で は 20％超，輸入完成品

で は 10％超で あっ た ．「再販売価格基準」 は 「市価基準」 とは性格 を異に する実務上 の 価格 設

定基準で ある ため，今後 の 調査で は 「再販売価格基準」も選択 肢に 加 える こ とが望 ま し い ．

　第 二 に，完 成品取 引に 関 して 輸出取引 と輸入 取 引を比較する と，原価基準 の 使用 率 は輸入 取

引の ほ うが 輸出取 引よ りも多 く，再販 売価格基準の使 用 率は輸出取 引の 方が輸入取 引よ りも多

い ．これは国 際分業パ ター
ン におけ る，親子 の 役割差 異が振替価格の 選択 に影響 穹及 ぼして い

る もの と推察 する．こ の 点に っ い て は ，別稿 にて 分析 を行 う予 定で ある．

　第三 に ，棚卸資産取 引の 独立企業間価格 算定法 には ，取 引単位 営業利益法 （TNMM ）が最 も

多 く使用 され て い る．特徴的な の は ，国際振 替価 格の設定 に原価基準 と再販売価格基準 を選択

し て い る に もか かわ らず ， 独立企業間価格算定法 に お い て 原価 基準法 （Cost　Plus　Method ，
　 CP

法）や再販売価格基準法 （Resale　Price　Method ，　 RP 法）で はな く TNMM を使 用 し て い る企

業 が多 い 点で ある．市場価格 のない 商品を扱 う企業 に と っ て は ，基本三 法を適用 す る ことの で

きる 比較対象取引を発見する こ とが 困難な の で あ ろ う．ま た
， 無形 資産取 引の 独 立企 業間価 格

算 定法 に は独立取 引比準法 （CUT 法）が最 も多 く使用 され て い る も の の ，　 TNMM と残余利益
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分割 法 （RPSM ＞の 使用 率を合計す る と独立 取引比準法 とほぼ 同等 に な る ．　 TNMM は 基本三 法

よ り も適 用 優先順位 の 低 い 「そ の 他 の 方法」 と し て 位 置づけ られ て きた算定法で あ る．しか し，

わ が国に おい て も 2010 年度 OECD ガイ ドライ ン の 改訂 を受 け，平成 23 年度税 制改 正 に よ り

独立 企 業間価格算定 法の 適用 優先順 位が 撤廃 された 1°．今 回 の 調査結果 を見 る限 り，適用優 先
「

順位 の 撤 廃は比 較対象取引の発見が困難 で ある とい う企業の 実情 を反 映 した結果 と も い え よ う．

　TNMM は，海外子会社 と機能 と リス クにお いて 類似性 の高 い 比較対象企業群 を選定 し，統

計 的手法に よ り税務上の ある べ き営業利益率幅を求め る 算定法で あ る．海外子 会社がそ れ を超

過する 営業利益率 を実現 して い た場合，その 超過分 を企業努力に起 因す る部分 と振替価格の 問

題 に起因 する 部分 に識別する必 要が ある．しか し ， そ の識別が困難な場合，皹過利益 をす べ て，

海外所得移転 とみな して しま う可能性が あり，そ の 使用 に つ い て は注意が必要な方法 で ある．

　第 四 に ， 国際振替価格が独立 企 業原則 に準拠 して い な い 場合，企業 が最 も多 く行 う所得差額

の 調整方法は 「段階的に振替価格 を調 整する 」 で あ り半数以上 を しめ た．移転価 格税 制は，実

際の 取引価格 に介入 す る こ とを意 図 した 制度 で は な い （金子 ，
1996 ）． しか し，親会社が税務

申告で 増額調整を行 っ た 際 に，相手 国課税当局が独立企業間価 格 に つ い て の 見解 相違 か ら減額

調 整に応 じず，結果 的に 二 重課 税が 発生 する リス ク は残 る ．企業がそれ を 回避す る 目的で ， 確

定決算内に実際の 取 引価格で ある 国際振替価格 を調 整す る傾向が強 い と推察で き る．しか し，

TNMM が独立企業間価格 の 主な算定法 とな っ て い るこ と と併せ て考 えれ ば，親会社 が海外子

会社の 利益率 に 上 限を設定 した 利益管理 を行 っ て い る と見 る こ ともで き る．ま た，そ れ が海外

子会社の プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー意識の 希薄化 を誘発 し て い る可能性 も否定で きな い ．

　第五 に，約 80％ の 企業が海外子 会社は何 らか の 無形資 産を 所有 して い る と回答 して い る ．親

子 双 方が無形資産 を所有する場合 ， 最適な独立企業間価 格算定法 は TNMM で はな く残余利益

分割法で あ る．しか し，残余利益 分割法を適用 して い る 企業は ，無 形資産取 引 に お いて わ ずか

6．1％ にす ぎな い ．こ の調査結果 か ら，次 の 二 つ の 状況が 推察 され る ．一
つ は，海外子会社が所

有す る 無形 資産の 価値が 小 さ い た め ， 残余利益分割法の 代替手 段と して TNMM を 適用 した と

し て も海外所得移転 の 算定額 に大 き な影響を 与えな い こ と．他の
一

つ は ，無 形 資産の価値 を測

定する適切な 方法がな く ， やむを得ず TNMM を適 用 して い る状況 に ある こ と．グ ロ
ー

バ ル 化

の 進展 とともに 海外子会社が 無形 資産 を蓄積 して い く こ とは ある意味 自然で ある．残余利益分

割法の 適用 は，TNMM と比較 して 海外子会社の あ る べ き利益率幅 の 制限を緩和す る可能性を

持 っ て い る ．利益指標 に基づ く海外子 会社管理 を志 向す る企業 に と っ て は ， 無形 資産価値評価

の 技法を開発す る こ とが今後 の 重 要課題 と い え そ うで ある ．

　第六 に，親会社は研 究開発 費や本社費を海外子会社に対 する直接的な 役務提供以外の 方 法で

も回収 して い る ．具体的に は ，無形資産 の 使用 料で ある ロ イ ヤル テ ィ や 棚卸資産取 引の 振替価

格を通 じ て 費用 回収 して い る．これ らの 回収ル
ー

トを含め る と，研究 開発費 に つ い て は 80％以

上 ，本社費に つ い て は 70％以上 の 企業が費用 回収 して い る ．こ の 結果 は，先行実態調 査が示 し

た結果 と大 きく異なる ．

5．お わ りに

　国 際振 替価格 の 管理実務 を包括的 に理 解す るため には ，「国際振替価 格設定 基準の選 択」 の

み に 分析 の 焦点 をあ て るだ けで は不十分で ある．ど の 独 立企 業間価格算定法 を 用 い て 海外所得
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移転 の 発生有無を認識 し て い る の か ，そ し て ，海外所得移 転の 発生 を確認 した 場 合 ， どの よ う

にそ れ を解消する の か な ど振替価格管理 プ ロ セス 全体 を分析す る 必要が ある ．本稿の 貢献は ，

第
…

に 日系多国籍企業の 国 際振 替価格実 務に っ い て実態 を 明 らか に した こ と ， 第 二 に そ の 発見

事実 に基づき，海外子会社 の 利益管理 と無形資産価値評価 に実務的課 題が ある こ とを 示唆 した

点 に ある．しか し，本調査 で企 業か ら得 られた回 答数 は限定 され た もので あるため ， 実態を よ

り正 確 に 把握 する た め に は さ らな る継続調査を 必 要 とす る．

　また ，本稿は 日系企業の 多くが経済 的二 重価 税を防止す るた め ，国際振替価格 を段階的に調

整 し海外子会社 の 利益率 コ ン トロ ール を行 っ て い る可 能性 を示 唆した ．またそ れ が ，先行実態

調 査が 明 らか に して い る よ うに ，「国 際振替価格方針 を設定す る 際に重視する 環境要 因 ！ にお け

る 「海外 子会社 の 業績評価」 の 順位低下 に影響 し て い る と見 る こ と もで きる （表 5）．しか し，

今回 の 調査結果 の みか ら，移転価格税制対応を 重視 した 振替価格 政策 が海外子会社 の 利益 に基

づ く業績管理 の 重要性を低下 させて い る と断定する の は早計で あろ う．従 っ て ，今後 の 研究展

望の
一

つ と して ，日本の 多国籍企業が 移転価格税制 へ の対応 を行 い つ つ ，非財務指標 の 活用等

も含め て どの よ うに 海外子会社 の コ ン トロ
ー

ル を行 っ て い るか に つ い て さ らに 分析す る こ とが

求め られ る ．そ れ が，グ ロ
ー

バ ル 管理 会計 実務の 理解 と企業 へ の 有用 な 提言 の T
’助 に な る と考

え る ．
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（注 ）

1 本国で 増額修正 を行 っ た 場合 ， 相互 協議制度 に 基づき相 手国 で の 減額更正 （対応 的調整） を

求め る こ とが で き る ．しか し，相 手 国 課税 当 局が本国 親会社 の 算定 した独立企業間価格の 妥

当性を 認め な い 場合 もあ り う る ．
2 親子 の 実際の 所得配分が APA で 合意 した 所得配分か ら乖離 した場合 ，二 重 課税 とな らな い よ

うな 増額お よび減額 の 税務調 整が両 国 で行わ れ る （補償調整）．しか し，APA の 締結 には多大

な コ ス トと 時間を 要する こ と もあ り，全 て の 取 引 をカバ ーす る こ とは 困難 で あ ろ う．
3AAA 〈1973 ，

「
pp．157 −159＞は ， 国内取 引で は事業部 門の 業績を公平 に評価す る こ とを目的 に

　し て い る の に 対 し
， 多国 籍企 業は 節税 等の 異な る 目的の ため に国際振替価格の 設定 を行 うこ

　とを指摘 して い る ．そ の た め ， 海 外子 会社を プロ フィ ッ ト
・・セ ン タ

ー
と して 機能 させ る こ と

が 困難で あ る と述 べ て い る．一方 ， 現代で は節税 目的と い うよ り も，税 制遵守が海外子会社

の業績 評価 に影響 を与えて い る と推察 で き る．
4 ロ イヤル テ ィ に つ い て は ，研究 開発 の 結果生み 出された無形資産 の 使用 料で あ り，研究開発

費の 回収 とは異な る と い う見解 もあろ うが，本稿で は広義 に と らえ 費用回収 の 方法 と した ．

5 本社経 由取 引は別名，ア ウ ト・イン
・
ア ウ ト取 引と も呼ばれ ， 商流が 「海外子会社 一本国親

会社 一海 外子会社」 とな る取 引 を意味する．親会 社で 商品 に加工 を加えず再販売する．また

　所有権は 移転する ．
6 多 国籍企業 にお ける f本社 費」 とは ，本 国親会社の本部 と事業部 で発生す るすべ て の 費用 と

考え て よ い だろ う．移転価格税制で は ， これ らの 部門が提供す るサ
ービス をイ ン トラ グル

ー

　プサ ービス と呼んで い る．本稿では狭 義の 意味で 「本部の管理 費」 と定義 して 質問票調査を

　行 っ た ．
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7 「アジア ほ か 向け 」 は 欧州 ，北南米以外 の 地域 と定義 して 質 問 票 を作成 した ．
8 親子間で価格交渉する 場合，採用 す る価 格設定基準 自体 の 交渉や ，原価基準で あ っ て もマ ー

　クア ッ プの水 準に つ い て 交渉 を行 う場合 も考え られ る ．
9 「そ の 他の 方法」 に つ い て は，OECD ガイ ドライ ン第 3 部 の 取引単位利益法 ，パ ラ 2．56 か ら

　パ ラ 2．149 を参照．取 引単位営業 利益法 は親会社 が 重 要な無 形資産を集 中保有 し て い る 場合

　に適用 され る．残余利益分割 法は ，親子 双方が 重要な 無形 資産を保有する 場合 に適用 され る，

10 国 税庁 HP 「平成 23 年度法人 税関係法令の 改正 の 概要，　 p．281 を参照 ．

　http ；〃www ．nta ．go．jp！shiraberu ！ipPanjoho！pamph ！hojin！kaisei＿gaiyo2011／pdf／alLpdf ，

　 2011 年 7 月 10 日ア クセ ス
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